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大学等と企業との連携による
成 果 展 開

研究成果展開事業

概要

知的財産を活用した産学による共同研究開発

課題や研究開発の特性に応じた最適なファンディン
グを設定し、総合的かつシームレスに支援。
新たに、COIプログラムとの連携による相乗効果を図るとともに、
出口戦略を強化し、研究成果を円滑に実用化につなぐ。

基礎研究の成果を基に、大規模かつ長期的な研究開発

戦略的イノベーション創出推進プログラム
（センター・オブ・イノベーション（COI)プログラム）

複数の産学研究者チームからなるコンソーシアムを形成し、大規模・
長期的な研究開発を実施。
25年度は、新たに大規模産学連携研究拠点を構築し、世界市場に
インパクトを与える成果の持続的創出を目指す。

研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）

・大学等と企業との連携を通じて、大学等の研究成果の実用化を促進し、イノベーションの創出を目指す。

・特定企業と特定大学（研究者）による知的財産を活用した研究開発、複数の大学等研究者と産業界によるプラットフォームを活用した研究

開発を支援。

・平成２５年度より、センター・オブ・イノベーション（COI）構想の中で、集中的に資源を投入する枠組を新たに構築し、世界市場にインパクトを

与える成果の創出を目指す。

大学等の研究成果 イノベーション

有望な基礎研究の成果の実用化につなぐため、基礎研究と実用化の間にある研究開発における「死の谷」の克服
民間企業ではリスクの高い研究開発について支援

ユーザーニーズを踏まえた計測分析技術・機器・システムの開発

先端計測分析技術・機器開発プログラム

科学技術の共通基盤である計測分析技術について、産
学連携による革新的な技術開発、機器開発、性能実証
等を推進。グリーンイノベーション、ライフイノベーション、
震災からの復興・再生に貢献。
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平成２５年度予定額 ：27,472百万円
(平成２４年度予算額 ：22,982百万円)

※運営費交付金中の推計額

産業界に共通する技術的課題の解決に資する基盤研究

産学共創基礎基盤研究プログラム

産学の対話を行う「共創の場」を構築し、オープン・イノ
ベーション、国際標準の獲得、人材育成を促進すると
ともに、大学等の基礎研究を活性化。



起業の可能性を検証
・開発費：基準額7.6百万円(＋側面支援：4百万円)
･期間：～1年

成長力のあるベンチャー設立に向けた研究開発
・開発費：～150百万円(＋側面支援～15百万円)
･期間：～３年

起業挑戦

研究成果展開事業

研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）
概 要

○課題や研究開発の特性に応じ、総合的かつ切れ目なく成果の実用化・事業化を支援。

○日本再生を牽引するセンター・オブ・イノベーション（COI）と連携し、社会的課題に対応した課題を推進。また、優れた研究成果を選択するとともに、
COIからスピンアウトする成果を切れ目無く事業化につなぐ。

○平成23年度より進めてきた金融機関との連携に加え、メーカー間の連携等も視野に入れたビジネスマッチングの場の開催、関係府省関係施策との
連携による出口戦略の強化を図る。

ステージⅡ

マッチングファンドによる実用化検証

○実用性検証段階でリスクの
高い共同研究

･研究開発費:～60百万円
･期間:～3年

○実用化に向けた中核技術

構築のための共同研究開発
・研究開発費：～2億円
･期間：～4年

【3～4年の産学共同研究】

【大学等と企業双方に研究費を配分】

ステージⅠ

産学共同研究のシーズの苗床

○シーズ候補の可能性の探索
･研究開発費:170万円
･期間:～1年

○シーズとしての実現可能性
を産学共同で検証
･研究開発費:8百万円
･期間:～1年

【1年間の可能性の検証】

【大学等に研究費を配分】

旧事業の既採択課題は、
研究開発期間終了まで
本事業内で支援

Ａ－ＳＴＥＰの特長
①ワンストップの窓口対応
②研究開発計画の最適化を行い、最適なステージから採択
③シームレスな研究開発：ステージゲート評価による絞込み

大
学
等
の
研
究
成
果

ステージⅢ

実施料納付等による民間負担
【本格的な実用化開発】

大
学
等
の
研
究
成
果
を
円
滑
に
実
用
化

○大学等の研究成果の実用
化開発を企業へ開発委託

･研究開発費:～20億円
･期間:～7年

①売上に応じた実施料を納付

②成功後、開発費全額を返済
（不成功時10％）

【企業に研究費を配分】

【大学等と企業双方に研究費を配分】

産学連携拠点（センター・オブ・イノベーション（COI））

ＣＯＩと連携し社会的課題に対応
・ＣＯＩで設定する社会的課題に沿って公募を実施

・A-STEPで推進中に拠点形成により成果展開の加速、
拡大が見込まれる課題はプログラムオフィサー(ＰＯ)を交
えてＣＯＩへ橋渡し

・ＣＯＩの推進中に企業が中心となった開発が適切な
課題をA-STEPの実用化開発につなぐ

（22年8月協力協定締結）

（23年8月連携・協力覚書締結）

出口戦略の強化
・金融機関等との連携

枠組みをさらに活用し
有望なシーズへの投
融資を引き出す

・企業同士（メーカー間、
メーカー／顧客間）で
のビジネスマッチング
の場を提供・紹介

・関係府省が実施する
産業界とつなぐ施策
と分野ごとに連携

平成２５年度予定額：14,539百万円
（平成２４年度予算額：15,659百万円）

※運営費交付金中の推計額
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テーマ設定
PO選定

（注）予算額は運営費交付金中の推計値

〔ＪＳＴ〕
研究成果展開事業

戦略的イノベーション創出推進プログラム
平成２５年度予定額 ：8,155百万円

（平成２４年度予算額 ：1,155百万円）
※運営費交付金中の推計額

有識者・JSTによる
推進委員会において
選定

グラントによる支援、大学等主導戦略事業等の
基礎研究成果

マッチングファンド、企業主導

ＰＯ チームⅠ

チームⅡ

チームⅢ

ＰＭ 大学等
→基礎的な知見・技術の創出

○ＪＳＴ戦略的創造研究推進事業等の研究成果を基にした研究開発を行い、新産業創出の礎となる技術を確立し、新産業の芽を創出する。

○複数の産学研究者チームからなるコンソーシアムを形成し、実用化を目指した大規模かつ長期的な研究開発を実施する。

○ＪＳＴは研究開発費を支援。 フェーズが進むにつれて、マッチングファンドの導入により企業側が主導する。

○新たに、国の将来を担うことが期待されるインパクトの大きな成果創出が期待される課題については、ＣＯＩプログラムに切れ目なくつなぐ。

概 要

円筒型セル構造
高耐久性色素増感太陽電池

(研究開発テーマ：有機エレクトロニクス)

超伝導磁石の
世界最高磁場強度を達成

(研究開発テーマ：超伝導システム)

九州工業大学×新日鐵化学(株)

これまでの主な成果
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研究開発（最大10年）
ｾﾝﾀｰ・ｵﾌﾞ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
（ＣＯＩ）ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

チームⅠ

チーム間で
成果を共有

企業
事業化をリード

研究者 研究者

連携・融合

大学

研究部門 事業部門

集中投資により、世界と戦え
る大規模産学連携研究拠点
を形成。
世界市場にインパクトを与え
る成果を持続的に創出する。

企業
→実用化に向けた開発

よ
り
高
い
成
果
を
創
出
し
、
国
の
将
来
を
担
う
こ
と
が

期
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さ
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も
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に
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創
出

・
新
産
業
創
出
の
礎
と
な
る
技
術
の
確
立

中間評価(競争原理を導入)
・３年程度毎に実施
・進捗の芳しくない課題は
中止・入れ替え等も行う

NIMS×（株）JEOL RESONANCE 3

戦略的ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出推進
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（Ｓ-イノベ）

（６年目まで）
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（平成１５年度を１００％とした伸び率）

事業のポイント

研究成果展開事業 戦略的イノベーション創出推進プログラム

センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）プログラム

現状と課題

○我が国の産学共同研究は規模が小さく、社会的インパクトの大きな成果が生まれにくい。

○これまで、アカデミア主導の研究拠点が形成されてきたが、海外と比べ産業界や社会のニーズ・ビジョンに
基づく産学連携拠点が、我が国にはない。

概 要

大学等が総力を結集し、企業が事業化をリードする、世界と戦える
大規模産学連携研究拠点を形成することにより、世界市場にインパ
クトを与える成果を持続的に創出する。

推進体制のイメージ

研究開発拠点

規模が小さく、資金の切れ目が連携の切れ目

→ 事業終了後、産は産に、学は学に戻ってしまっていた

事業終了後も拠点として自立
持続的にイノベーションを創出

大学

企業
事業化をリード

研究者 研究者研究部門 事業部門

連携・融合
大学

大学発の革新的なイノベーションの実現のため、

○世界に誇る日本の中核研究者の集積によるトップ
サイエンスからの事業化の実現

○研究段階に応じて企業からのリソースの提供を義
務化（例：マッチングファンド等を活用）

○産学による事業化チーム結成のため企業の戦略
拠点を大学に設置

○オープンイノベーションの拠点における知財の
クローズ戦略重視

４～８億円規模 （マッチングファンド）

選択と集中
世界と戦うセンター・オブ・イノベーションの構築

社会的影響の大きい
成果を次々に創出

○社会・産業界のビジョンを踏まえ、ハイリスクではあるが実用化の期待が大きい分野融合・連携型
の基盤的テーマに対し、集中的な支援を行い、産学が連携する研究開発拠点を形成。

○テーマに最適な資金拠出形態の研究開発を推進。
・支援規模（金額、年数）は、テーマ、ステージ進捗及び企業の貢献度等に応じて

柔軟に設定。マッチングファンド等を活用し、ステージに応じた企業負担を求める。

○最先端技術の事業化のための共同研究を通じたポスドク等の活躍の場としても機能。

文部科学省

・各拠点毎に企業の積極的なリソース拠出を奨励し、研究フェーズに応じた企業の関与・貢献を求める

我が国の産学連携研究の規模

1件あたりの額はH15年以来横ばい

３年ごとの中間評価の実施による選択と集中。中長期的視点に立った大規模／バーチャル拠点の構築

JST

大規模産学連携拠点（COI) （原則３～９年）

【支援規模】

・4～8億円×12拠点程度

【支援内容】
・研究開発費（設備備品
費、研究者招へいにか
かる費用等を含む） 等

（ﾃｰﾏ等に応じ柔軟に設定）
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平成２５年度予定額：16,221百万円の内数（新規）
※運営費交付金中の推計額含む



参加企業群 参加企業群
産学共同研究

に発展

各企業の競争へ

人材育成

国際標準化

オープン・
イノベーション

技術テーマ

提案

研究成果

産学の対話に基づく基礎研究

参加大学群 参加大学群

非競争領域

成果の共有

【共創の場】 知財を活用

提案

共創の場の運営を主導

特定大学
特定企業

委
員
会
等

企業A

企業B

企業C

評
価 特許化

知財プール
場の非参加者

共
有
す
べ
き

知
財

産業界のリソース提供を促進

知財プールの構築

好循環を発生

共
創
の
場

日本版バイ・ドール規定に基づき
つつ、「共創の場」の参画者から
生じた知財をＪＳＴがプール化。
関連特許の群化など、ライセンス
しやすい工夫を行い、実用化を促進。

（２５年度新規事項）

概 要
・産業界が抱える技術テーマの解決に資する基盤研究を大学等が行い、産業界における技術課題の解決を加速。

・産学連携の範囲を基礎研究領域まで拡大し、産学が対話する「共創の場」を構築。大学等の基盤的研究を活性化。

・２５年度は、「共創の場」に参画する大学等から得られた知財をプール化する仕組み構築。

研究成果展開事業

産学共創基礎基盤研究プログラム

平成２５年度予定額 ：1,210百万円
（平成２４年度予算額 ：1,130百万円）

※運営費交付金中の推計額
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戦略的パートナー
とのマッチング

優
先
実
施
許
諾
・

情
報
提
供



知財活用支援事業
平成２５年度予定額 ： 2,660 百万円
（平成２４年度予算額 ： 2,806 百万円）

※運営費交付金中の推計額

研究成果展開のための環境整備

・特許の海外出願支援や投資機関との連携による大学等特許の事業活用促進などの各種施策により、大学等の研究成果の技術移転活動
や知的財産活動に対する専門的な支援を実施する。

○知財活用促進ハイウェイ

・投資機関との連携により、大学等保有の未利用特許の事業活用を加速する仕組みを導入
・研究成果総合展開データベース（J-STORE）/科学技術コモンズにて大学等の特許情報をインターネットで無料提供

○産学の機関連携促進 ・ワンストップ相談窓口 ・マッチングの場の提供（大学見本市、新技術説明会）

○技術移転目利き人材育成 ・大学等における技術移転従事者への研修会開催

概
要

大学等特許の事業化促進

基本特許基本特許

周辺特許

周辺特許 周辺特許

周辺特許

応用特許

周辺特許

周辺特許

応用特許

支援テーマ（例）
・有機系太陽電池の実用化開発
・iPS細胞作製・制御等の
再生医療基盤技術の開発

大
学
等

ＪＳＴ

産
業
界

投資機関

知財ファンド

ベンチャー支援

特許群形成

核となる特許

テーマ選定
出願費用
支援

特許群紹介
ライセンス

投資

実用化
促進

（活用支援スキームの例）

連携協定
締結

0 10 20 30 40 50

教育・TLO等

全業種平均

30.3

0 10 20 30 40 50 (%)

54.2

出典：特許庁 「特許行政年次報告書2012年度版」

国内における業種別の特許利用率

大学等の特許の利用率の向上が課題

・大学等の海外特許出願関連経費を支援
【特許群形成支援の推進】

・日本の国際知財戦略として特に重要なテーマについて、核となる特許を中心とした特許群の形成を支援
（外国特許出願支援）し、優れた基本発明とその周辺発明群を網羅的に権利化して戦略的な特許群形成を促進

・DBJキャピタル等の投資機関と連携し、海外展開を念頭に企業ニーズを把握、日本再生に貢献するための強い

特許群確保を戦略的に支援

「日本再生戦略」（2012年7月31日閣議決定）

国際的な知財・共同研究戦略の実施と知的基盤
の利用促進への仕組み構築

○外国特許出願支援

低い国際出願率が課題

国際競争力強化のための外国特許化支援

「IGZO材料及び薄膜ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ」
特許（細野 東工大教授）

日本国内外の企業にライセンス

「高速原子間力顕微鏡」特許
（安藤 金沢大教授）
日・米・独の企業にライセンス

特許群によるﾗｲｾﾝｽの増加

現状認識・課題

出典：特許庁年
次報告 2010

国外にも出願（グローバル出願）国内出願のみ
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○本プログラムは、東北地方の産業団体（東北経済連合会等）や自治体と連携のもと、被災地産学共同研究支援、被災地域の
産業界が望む課題の解決に資する基礎研究への支援を実施することで、被災地復興に貢献する。

○H24年4月にJSTが設置した宮城県、岩手県、福島県の活動拠点に目利き人材（マッチングプランナー）を配置し、本プログラム
を推進。

概要

復興促進プログラム
平成２５年度予定額 ：1,803百万円
（平成２４年度予算額 ：3,091百万円）

※全て東日本大震災復興特別会計
※運営費交付金中の推計額

東
北
発
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実
現

短
期
間
で
の
社
会
実
装

被
災
地
域
の
産
業
競
争
力
の
強
化

① マッチング促進

【1,503(2,036)百万円】

【300（150)百万円】

東北産業界の

ニーズの反映

●東北地方の産業団体

等

●地域の自治体・公設試験研究機関

等

○東北産業界が望む特定テーマに関する技術的課
題の解決のための基盤研究を、産学共創基礎基
盤研究プログラムのスキームを活用して実施

○平成24年度技術テーマ：「水産加工サプライ
チェーン復興に向けた革新的基盤的技術の創出」マッチング、進捗管理等

共同研究実施

・被災地企業被災地大学等

マッチングプランナー

○マッチングプランナーの活用により、被災地企業のニーズ
を発掘し、これを解決できる被災地を始めとした大学等の
技術シーズとマッチング、産学共同研究を実施する

○産学共同研究には、評価の上、研究開発資金を支援し、
研究開発期間中はマッチングプランナーが研究開発課題の
支援を行う

被災地企業の

ニーズの反映

② 産学共創基礎基盤研究プログラム
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